
業況判断指数の推移
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くれしん景況レポート
  
2008年７～９月期 業況は小幅な後退が続く、製造業は１４期ぶりに水面下へ 

特別調査－中小企業の環境問題への取組みについて 
このレポートは、当金庫が取引先企業 343社の 2008年 7～9月期の業況判断と 2008年 
10～12月期の見通しを聞き取り調査したものです。 
１．概 況 

【今期業況判断ＤＩの概要】 
                   （ＤＩ単位：％ポイント） 

 今期業況判断ＤＩ 前期比 予想比 来期見通し 今期→来期

全   体（343 社） △18.7    －3.3   - 3.3 △17.8   ＋0.9  

製 造 業（141 社） △2.1 －5.0   - 2.1   △3.5   －1.4  

非製造業（202 社） △30.2    －2.3   - 4.2 △27.7   ＋2.5  

 

○全体のＤＩはさらに後退、製造業のＤＩは 14 期ぶりにマイナスとなる 

今期（7月～9月期）の業況判断ＤＩは、全体では△18.7と前期（4月～6月期）に比

べ－3.3ポイントの後退となり、3ヵ月前の予想を－3.3ポイント下回りました。 
製造業は、△2.1と 14期ぶりにマイナスとなりました。金属製品を除く業種でマイナ

スとなり、前期比では－5.0ポイントと、予想を若干下回る小幅な後退となりました。 
一方、非製造業は、建設業・小売業で改善がみられたものの、不動産業・サービス業

の後退により、△30.2（前期比－2.3）と引き続き低水準で推移しています。 
○来期は横ばいを予想 

来期（10月～12月期）の業況判断ＤＩ予想は、製造業が原材料の高騰等から△3.5と

今期に比べ－1.4ポイントの小幅な後退、一方、非製造業では△27.7と今期に比べ＋2.5
ポイントの小幅な改善見通しであり、全体では△17.8と今期に比べ＋0.9のほぼ横ばい

を予想しています。 
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【今回調査にみられる当地企業の景況の特徴】 
日銀短観の全国中小企業調査と比較すると（下表）、製造業では、全国（日銀短観）

は今期△17.0（前期比－7.0）と、3期連続の後退、来期もさらに後退を予想していま

す。当地(当庫調査)においても今期、3 期連続の後退、来期も後退予想ですが、来期

は、今期に比べ 1.4のマイナスで後退幅が小さくなっています。 
一方、非製造業でも、全国は今期△24.0（前期比－4.0）と、6期連続の後退、来期

もさらに後退を予想しています。当地も 4 期連続の後退ですが、来期は小幅改善の見

通しとなっています。 
 

日銀短観（2008年 9月）全国中小企業の業況判断ＤＩ     （ＤＩ単位：％ポイント） （）は前期比 
全国（日銀短観） 当地（当庫調査） 当地 ― 全国 

 08 年 7～９月 

業況判断ＤＩ 

（ａ） 

08 年 10～12 月 

見通し 

（ｂ） 

08 年 7～９月 

業況判断ＤＩ 

（ｃ） 

08 年 10～12 月

見通し 

（ｄ） 

08 年 7～９月 

業況判断ＤＩ 

（ｃ－ａ） 

08 年 10～12 月

見通し 

（ｄ－ｂ） 

製造業 △17.0(-7.0)  △25.0(-8.0) △2.1(-5.0) △3.5(-1.4) ＋14.9 +21.5 

非製造業 △24.0(-4.0) △31.0(-7.0) △30.2(-2.3) △27.7(+2.5) －6.2 +3.3 

 

２．ＤＩ分析による業種別業況判断 
 
○今期、全体では小幅後退、来期はほぼ横ばいの見通し 

業種別の業況判断ＤＩをみると、製造業では、食料品で今期後退、来期大幅改善予

想と業況判断の推移幅が大きくなっています。原材料の高騰に対し、原材料の一括仕

入、販売価格への転嫁、内容量のカット等の対応が一段落したものと思われます。 
非製造業では、小幅な推移が続く中、建設業が遅れていた公共工事の受注により今

期改善となりました。一方、不動産業においては、依然として仕入困難な状況が続い

ており、加えて夏場の販売落ち込みがひびき、今期大幅な後退となりました。 
来期は、卸売業(なかでも水産加工品)が業況の改善を予想しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 

２ 

［ 調 査 概 要 ］ 

１．調査時点  平成 20 年 9 月上旬 
２．調査対象  当金庫取引先企業 
３．調査方法  企業への聞き取り調査  ３４３社 
４．調査企業の内訳 

製造業 卸売業 小売業 建設業 不動産業 サービス業 計 

141 社 29 社 62 社 53 社 12 社 46 社 343 社 

５．分析方法 

この調査では、傾向を見る方法の一つとして、ＤＩを使用しています。 

ＤＩ（Ｄｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘ）とは、景況が「普通」とした企業を除いて「良い」「やや良い」とみる企業の全体に占

める構成比から「悪い」「やや悪い」とみる企業の構成比を差し引いて、時系列に景気の方向性（上向いてい

るか、下向いているか）をみる指標です。 

［例］次の場合、ＤＩは１０となり、改善傾向にあることを示しています。     30（％）－20（％）＝10（％） 

良い、やや良い 普通 悪い、やや悪い 

３０％ ５０％ ２０％ 

 



【ＤＩ分析による業種別業況判断一覧表】

有効 　 前　期 　 今　期 　 来　期  今　期  来　期

回答 ４～６月 ７～9月 10～12月

数　 実　績 実績見込 見通し 　　　前　期 　傾向 　　　今　期 　傾向

△15. 4  △18. 7  △17. 8  

（ △8. 7  ） （ △3. 3  ）

2. 9  △2. 1  △3. 5  

（ 7. 3  ） （ △5. 0  ）

△14. 3  △28. 6  0. 0  

（ △27. 3  ） （ △14. 3  ）

△8. 7  0. 0  4. 3  

（ 17. 4  ） （ 8. 7  ）

一般 18. 8  5. 9  △5. 9  

機械器具 （ 25. 0  ） （ △12. 9  ）

輸送用 32. 4  21. 2  18. 2  

機械器具 （ 18. 2  ） （ △11. 2  ）

△11. 3  △13. 0  △20. 4  

（ △1. 9  ） （ △1. 7  ）

　　 △27. 9  △30. 2  △27. 7  

（ △19. 9  ） （ △2. 3  ）

△33. 3  △37. 9  △24. 1  

（ △31. 0  ） （ △4. 6  ）

△32. 8  △29. 0  △29. 0  

（ △25. 0  ） （ 3. 8  ）

△47. 2  △34. 0  △34. 0  

（ △40. 0  ） （ 13. 2  ）

16. 7  △25. 0  △25. 0  

（ 8. 3  ） （ △41. 7  ）

△6. 7  △23. 9  △21. 7  

（ 8. 9  ） （ △17. 2  ）

△21. 1  △27. 0  △23. 0  

（ △12. 1  ） （ △5. 9  ）

うち個人消費関連
食料品製造業

小売業・サービス業

（単位：％ポイント）

（　）内の数字は前回調査時の業況予想

改　　　善

小幅改善

横這い

ほぼ横這い

小幅後退

小幅改善

後　　　退

小幅後退

小幅後退

大幅改善

　　業　　　　種

　　製　造　業

　　全　　　　体 343

小幅改善金属製品 23

食料品 14

非製造業 202

小幅後退

141

その他 54

33 後　　　退

小幅後退

17

小売業 62

改　　　善

卸売業 29

業況判断（ＤＩ）の推移

サービス業 46

大幅後退不動産業 12

後　　　退

建設業 53

判　　　　　　断

後　　　退

小幅改善

小幅改善

小幅後退

小幅後退

後　　　退

小幅後退

小幅改善

横這い

横這い

3

122 小幅後退



 

３．業種別売上ＤＩ及び収益ＤＩの推移 
 

○今期、売上は下降、収益はほぼ横ばい、来期も今期同様、売上は下降、収益はほぼ横ば

いの見通し 

今期の売上ＤＩは、全体で△7.0(前期比－2.9)と下降、これは製造業の一般機械器

具、非製造業の卸売業・不動産業の落ち込み、特に不動産業の落ち込みが著しく他の

業種の上昇を抑えた状況となりました。来期の売上ＤＩは、製造業の食料品・金属製

品が引き続き好調であり、今期不調であった非製造業の卸売業と不動産業も上昇の見

通しですが、小売業・建設業が下降する見通しから、全体では△8.7（前期比－1.7）
と小幅下降の見通しとなっています。 

収益ＤＩは今期、金属製品の上昇が大きかったものの、逆に不動産業の下降が大き

く、全体では△21.6（前期比＋0.5）とほぼ横ばいとなりました。来期の収益ＤＩに

ついては、食料品が大幅上昇の見通しですが、一般機械器具・その他が下降見通しと

なることから、全体では今期比＋0.6とほぼ横ばいの見通しです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．設備投資の動き 
 

○製造業の投資マインドは依然底堅く 

設備適正度ＤＩ（「過剰」「やや過剰」－「不足」「やや不足」）は、今期△9.4(前期

比＋2.3)と不足感がやや減少しましたが、引き続き来期も△10.1と不足気味に推移す

る見込みです。今期は、食料品に過剰感の減少と、金属製品・一般機械器具に不足感

の減少がみられます。 
設備投資は、今期 21.8％の企業が実施しています。製造業においては、24.1％、

前期比－3.8％減少したものの、依然として投資マインドは底堅いものがあります。 
また、非製造業において小売業が 25.8％(前期比＋22.7)と大幅増加となりました。 
来期においても、今期同様 20.0％の企業が設備予定しており、堅調な推移が続い

ています。 
 ４ 




